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新規高等学校卒業者の就職につきましては、日ごろから多大な御理解と御協
力をいただき厚くお礼申し上げます。
さて、宮城県内の令和６年３月新規高等学校卒業者の就職状況につきまして

は、事業主の皆様からの多様な求人を早い時期に御提出いただきましたことに
より、前年同様高い水準となりました。
令和７年３月新規高等学校卒業予定者に当たりましても、引き続き求人の早

期確保を図るとともに、合同企業説明会、就職面接会などを開催し、皆様から
提供される職場情報や新規学卒者等の採用意欲、企業理念についての情報を発
信するなど、地元企業の人材確保を積極的に推進することとしております。
　
本冊子は、新規高等学校卒業者の募集・採用に当たっての求人の手続きや求

人活動のルール等をまとめたものですので御活用いただきますとともに、これ
からの地域の将来を担う新規高等学校卒業者全員の就職が叶い、その職場に定
着することができますよう特段の御協力をお願いいたします。
また、令和７年３月新規高等学校卒業予定者の採用準備を進められている事

業主の皆様におかれましては、すべての生徒の社会参加の機会を確保していく
ため、障害を持つ生徒の積極的な採用について検討をいただくととともに、採
用に当たりましては、応募者本人の適性や能力等を中心に選考を行っていただ
きますよう重ねてお願いいたします。

　　令和６年４月
　　　　宮城労働局職業安定部長　山口　泰久　　

は じ め に
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Ⅰ 新規高卒者職業紹介業務年間スケジュール
求人募集をする場合は、的確な採用計画を立てるとともに、ハローワークと事前に十分な相談を行い求
人活動を行うようお願いします。
新規高卒者職業紹介業務の年間スケジュールは下記のとおりです。

項　　目時　　期
求人受付開始６月１日
求人票返戻開始
求人連絡開始（求人活動開始）７月１日

推薦開始９月５日
選考・採用内定開始９月１６日
複数応募開始（１人３社まで）１０月１日

Ⅱ 求人手続きの流れ

ハローワークで内容等を点検確認の上、受理印を押印し、7月 1日以降に求人票を返戻します。

受付確認済みの求人票の写しを、求人先高校へ送付してください。

（A）求人者マイページから仮登録

＜手順＞

（B）前回の求人票を転用

＜手順＞

（C）求人申込書（高卒）に記入

＜手順＞

・（A）求人者マイページから仮登録する場合

・（A）の処理、（B）及び（C）の受付について

　求人者マイページを開設するにはメールアドレスの登録が必要ですので、ハローワークインターネットサービ
スの事業所登録・求人申込み（仮登録）から登録してください。求人者マイページを開設済みの場合は、3ページ
の「マイページによる申込方法」をご参照ください。
　また、求人者マイページを開設するには事業所登録が必要です。詳細は管轄のハローワークへお問い合わせく
ださい。

　求人に関する問い合わせ、求人内容の変更、募集終了等についての連絡を含め、住所を管轄するハローワーク
で対応いたします。
・採用内定（決定）や募集終了について
　採用内定（決定）や募集終了となりましたら、必ず「学卒求人充足状況（採用内定状況）報告フォーム」から
入力をお願いします。（P46～P47 参照）

求人者マイページの開設
※既に開設済みの場合は下記の
　＜受付＞にお進みください。

＜受付＞
　求人者マイページから求人の仮登録

＜受付＞
　朱書き訂正したものをハローワーク
へ提出し申込み

＜受付＞
　記入した求人申込書（高卒）を
ハローワークへ提出し申込み

前回の求人票の写しに、今回変更と
なる事項を朱書き訂正

求人申込書（高卒）に記入
※２件以上申込む場合はコピーして
　ご使用ください。

事業所を管轄するハローワークで、６月１日から求人受付を開始いたします。お申し込みについては、
下記のいずれかの方法にてお申し込みください。
なお、求人内容の変更は電話等にて連絡をお願いいたします。

ハローワークインターネットサービス
（https://www.hellowork.mhlw.go.jp）
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ハローワークで受理した高卒求人は、高校の進路指導部に対し、インターネット（「高卒就職情
報WEB提供サービス」（https://koukou.gakusei.hellowork.mhlw.go.jp）により情報提供を行って
います。
そのため、求人者が推薦依頼をしていない高校から応募希望者が出る場合があります。応募の
際には、事前に高校から応募の可否について問い合わせがありますので、出来る限り応募選考の
機会を与えていただくようお願いします。
なお、求人情報のインターネット公開を希望されない場合は、求人申込時にお申し出いただく
ようお願いします。

求人票のインターネットによる公開について

　求人区分（高卒）や、求人情報の公開範囲（事業所名の公開）などを登録します。

　既存の求人情報を転用して、新たに求人情報を登録（転用登録）する場合はP18以降をご参照
　ください。

　マイページを開設済みの方は、こちらをご参照に是非ご利用ください。

１ マイページによる申込方法



4



5

（「公開希望」の１か４を選択できます。）
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7

　職種や仕事の内容、雇用形態、就業場所、必要な経験・知識等を登録します。

この画面からは変更できませんので、事業所情報を変更してください。（P25参照）

事業所情報の内容を変更したいときは…
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既卒者・中退者の応募可否
必要な知識・技能等（履修科目）
通学

 

 

求人情報の作成に役立つ情報を参照したいときは…
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求人情報の作成に役立つ情報を参照したいときは…

特別に支払われる手当
毎月の賃金

額
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「選考方法・応募前職場見学登録」画面が表示されます。

「選考方法・応募前職場見学登録」画面で、必須入力項目と任意の情報を入力し、次へ進む
 ボタンをクリックします。
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応募前職場見学

赴任旅費の有無

紹介希望安定所
指定校推薦結果通知

複数応募



15



16

最後の登録情報の読み込みボタンについて
最後の登録情報の読み込みボタンをクリックすると、最後にハローワークが受理した同じ
区分（高卒求人・大卒等求人）の青少年雇用情報を読み込むことができます。（仮登録
状態のものは反映されません）。 その際、入力途中の情報は読み込んだ情報に上書きさ
れますのでご注意ください。

最後の登録情報の読み込みボタンの表示について 注意
新規にマイページを開設する際に、「求人申し込み実績」画面で「過去にハローワーク
に求人を申し込んだことがある」を選択して、事業所情報の登録を省略して求人情報を
登録している場合、最後の登録情報の読み込みボタンは表示されません。
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「求人者マイページホーム」画面に申し込み中の求人２件までが表示されます。
３件以上表示させる場合には、「有効中の求人を全て表示」ボタンをクリック
してください。

本登録が完了すると、ハローワークから求人受理完了のメッセージがメールで届きます。

求人情報を仮登録すると…
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　求人者マイページの「新規求人登録」画面で、「転用可能な求人一覧」から転用登録します。

①「求人者マイページホーム」画面で  新規求人情報を登録  ボタンをクリックします。

②「新規求人登録」画面が表示されます。
　転用したい求人情報にある この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。

③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。

○既存の求人情報を転用して、新たに求人情報を登録できます。ここでは「転用登録」
　と言います。

転用できる求人は以下の２種類です。
●有効中の求人
●無効になった求人

（1）「新規求人登録」画面の「転用可能な求人一覧」から登録する
（2）「転用可能な求人詳細」画面から登録する
（3）「無効になった求人一覧」画面から登録する
（4）「無効になった求人情報詳細」画面から登録する

（1）「転用可能な求人一覧」画面から登録する
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①「求人者マイページホーム」画面で 新規求人情報を登録 ボタンをクリックします。

②「新規求人登録」画面が表示されます。
　転用したい求人情報にある この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。
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（2） 「転用可能な求人詳細」画面から登録する

③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。

「新規求人登録」の「転用可能な求人一覧」から、求人の詳細を表示して転用登録します。

①「新規求人登録」画面の転用したい求人情報にある 詳細を表示 ボタンをクリックします。
②「転用可能な求人詳細」画面が表示されます。
　内容を確認し、この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。
③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。

①「新規求人登録」画面の転用したい求人情報にある 詳細を表示 ボタンをクリックします。
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②「転用可能な求人詳細」画面が表示されます。
　内容を確認し、この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。

③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。
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求人者マイページの「無効になった求人の一覧」から転用登録します。

①「求人者マイページホーム」画面の「無効になった求人」にある 無効になった求人を全て表示
ボタンをクリックします。
②「無効になった求人一覧」画面が表示されます。
　転用したい求人情報にある この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。
③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。

 示表て全を人求たっなに効無 るあに」人求たっなに効無「の面画」ムーホジーペイマ者人求「 ①
ボタンをクリックします。

（3） 「無効になった求人一覧」画面から登録する
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②「無効になった求人一覧」画面が表示されます。
　転用したい求人情報にある この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。

③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。

「無効になった求人の一覧」から、求人の詳細を表示して転用登録します。

①「求人者マイページホーム」画面の「無効になった求人」にある 詳細を表示 ボタンをクリック
します。
②「無効になった求人情報詳細」画面が表示されます。
　転用したい求人情報にある この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。
③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。

（4） 「無効になった求人情報詳細」画面から登録する
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①「求人者マイページホーム」画面の「無効になった求人」にある 詳細を表示 ボタンをクリック
します。

②「無効になった求人情報詳細」画面が表示されます。
　転用したい求人情報にある この求人情報を転用して登録 ボタンをクリックします。

③「求人区分等登録」画面が表示されます。
　既存の求人情報を活用して、仮登録できます。
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■ 事業所情報を変更する

① グローバルメニューの「事業所情報設定」をクリックします。
② 「事業所情報・設定」画面が表示されます。
　変更したい項目のタブ（ここでは「事業所ＰＲ情報」タブ）をクリックします。
③ 「事業所ＰＲ情報」画面が表示されます。
　事業所情報を編集 ボタンをクリックします。
④ 「事業所ＰＲ情報編集」画面が表示されます。
　変更したい項目を修正してください。
⑤ 変更を完了する場合は 次へ進む ボタンをクリックして、「画像情報編集」の画面を表示して
　ください。
⑥ 画面下部にある 完了 ボタンをクリックします。
⑦ 「事業所情報・設定」画面に戻ります。
　編集内容を申込 ボタンをクリックします。
⑧ 「事業所情報編集完了確認」画面が表示されます。
　変更の申し込みをする場合は 完了 ボタンをクリックしてください。
⑨ 「事業所情報編集完了」画面が表示されます。
　事業所情報変更の手続き完了メッセージがメールで届きます。
　ハローワークで確認後、受理されます。
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①グローバルメニューの「事業所情報設定」をクリックします。 

②「事業所情報・設定」画面が表示されます。 

　変更したい項目のタブ（ここでは「事業所PR情報」タブ）をクリックします。 
　※登録状況は画面上部で確認できます。 
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③「事業所PR情報」画面が表示されます。
　事業所情報を編集 ボタンをクリックします。
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④「事業所PR情報編集」画面が表示されます。

⑤変更を完了する場合は 次へ進む ボタンをクリックして、「画像情報編集」の画面を表示
　してください。 

　変更したい項目を修正してください。

・画面下部にある 次へ進む ボタンまたは 前へ戻る ボタンをクリックして、該当の画面を
　表示させてください。 

別の画面を修正したいときは・・・ 



29

⑥画面下部にある 完了 ボタンをクリックします。

事業所情報の変更申し込みについて（完了ボタンを押しても申込はまだ完了していません。） 注意
完了 ボタンをクリックすることでページ内の編集は完了しますが、この時点では
ハローワークに編集した情報は連携されていません。次のページのとおり、必ず
編集内容を申込 ボタンをクリックし、「事業所情報編集完了」画面まで進んでくだ
さい。
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⑦「事業所情報・設定」画面に戻ります。
　編集内容を申込 ボタンをクリックします。

⑧「事業所情報編集完了確認」画面が表示されます。 
　変更の申し込みをする場合は 完了 ボタンをクリックしてください。

⑨「事業所情報編集完了」画面が表示されます。
　事業所情報変更の手続き完了メッセージがメールで届きます。 
　ハローワークで確認後、受理されます。 
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■ 月平均所定外労働時間と有給休暇の平均取得日数の算出方法
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求人申込書（高卒）記入例２

（1/4）
求人申込書（高卒） 受付年月日　《令和》　　　　年　　　月　　　日

求人
区分

仕事
内容

賃金・
手当

あらかじめ事業所の住所を管轄するハローワークにおいて事業所登録が必要です。 
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求人区分
「公開希望」
・各高等学校の進路指導教諭に対して、高卒就職情報WEB提供サービスで求人情報を公開することを希望する場合には「１
事業所名等を含む求人情報を公開する」を選択し、希望しない場合には「４求人情報を公開しない」を選択してください。

賃金・手当
「賃金形態等」
・該当する数字に○を記入してください。（・月給･･･月額を決めて支給・日給･･･日額を決めて、勤務日数に応じて支給・時
給･･･時間額を決めて勤務時間数に応じて支給・年俸制･･･年額を決めて、各月に配分して支給・その他･･･具体的に明示して
ください。）
※月給制において欠勤した場合に賃金控除がある場合は、「補足事項」欄（P36）に具体的に記入してください。
「基本給」
・「基本給」欄には、初任給の額を記入してください（固定残業代や各種手当は含めないでください）。
  　また、記入した賃金に応じて、「現行」か「確定」のいずれかを選択してください。
　※「現行」：申込み時点で賃金額の確定が困難な場合、当該年の新規高等学校卒業者採用者の現行の賃金額とする。
 ・基本給は、月給制の場合にはその額を、月給制以外の場合には１日の所定労働時間、月平均労働日数等から算出した月額
を記入してください。
「固定残業代」
・固定残業代がある場合は「あり」を選択し、額を記入します。その上で、「固定残業代に関する特記事項」欄に「時間外手当
は、時間外労働の有無にかかわらず、固定残業代として支給し、●時間を超える時間外労働は追加で支給」と記入してください。

仕事内容
「仕事の内容」
・生徒が最も重要視する項目の一つです。分かりやすい記入をお願いします。
・将来の配置転換など今後の見込みも含めた、従事すべき業務の変更範囲を明示してください。（P55参照）
「就業形態」「雇用形態」
・該当する数字に○を記入してください。
・雇用形態の「２．正社員以外」を選んだ場合は、「正社員以外の名称」に準社員、期間社員などの具体的な名称を記入して
ください。
・無期派遣労働者については誤解を招かないよう「１.正社員」ではなく、「４.無期雇用派遣労働者」としてください。
「雇用期間」
・定めありの場合は期間を明示してください。
「契約更新の可能性」
・「雇用期間」欄で「あり」と回答した場合に記入してください。
・契約更新の可能性「あり」の場合には、「原則更新」か「条件付きで更新あり」のいずれかを選択し、更新の際の具体的な
更新条件、通算契約期間または更新回数の上限などについて「補足事項」欄（P36）に詳しく記入してください。
「試用期間」
・試用期間がある場合はその期間を「補足事項」欄（P36）に記入するとともに、労働条件が異なる場合はその内容も「補足
事項」欄に記入してください。
「就業場所」
・本社で採用事務を一括処理する等により、求人申込み時にその就業場所が特定できない場合は、就業可能性のある工場・支
店等を記入し、「補足事項」欄（P36）に就業場所決定の方法・時期等を記入してください。
「受動喫煙対策」
・受動喫煙対策の有無を選択してください。なお、「その他」を選択した場合は、「受動喫煙対策に関する特記事項」欄に記
入してください。
・「受動喫煙対策」で「喫煙室設置」を選択した場合は、「喫煙のみを行う部屋がある」、「喫煙できる室（飲食サービス提
供あり）がある」、「加熱式たばこのみの喫煙ができる室がある」等を「受動喫煙対策に関する特記事項」欄に記入してくだ
さい。
「マイカー通勤」「通学」
・「可」の場合は駐車場の有無や有料か無料等の情報を「求人条件にかかる特記事項」欄（P36）に記入してください。
「転勤の可能性」
・転勤の可能性がある場合は、「あり」を選択するとともに、「補足事項」欄（P36）に可能性のある地域を記入してください。
「必要な知識・技能等」
・高校生の採用は未経験者の採用が基本です。できる限り応募の機会を広げていただくようお願いします。例えば、普通自動
車運転免許が必要な場合でも、誕生日などの事情により入社までに取得ができない求職者もいるため、入社後の取得を認める
等柔軟な対応をお願いします。
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（2/4）

賃金・
手当

労働
時間

保険・
年金・
定年
等
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賃金・手当
「手当」
・「定額的に支払われる手当」とは、毎賃金支払時に全員に決まって支給される賃金をいいます。定額的に支払われる手当の
他、家族手当、皆勤手当等、個人の状態・実績に応じて支払われる手当等がある場合は、「求人条件にかかる特記事項」欄
（P36）にその内容を記入してください。

保険・年金・定年等

「企業年金」
事業所登録の内容と異なる場合は、下記のいずれかを記入してください。
 １．厚生年金基金
 ２．確定拠出年金
 ３．確定給付年金

「入居可能住宅」
・入居可能な住宅がある場合に該当する項目「単身用あり」、「世帯用あり」、入居可能な住宅がない場合は「なし」を選択
してください。なお、利用条件や宿舎費用などの詳細、空きが出れば利用可能な住宅がある場合などは「求人条件にかかる特
記事項」欄（P36）に記入してください。

労働時間

「就業時間」
※法定労働時間にご注意ください。必要に応じて就業規則や各種届出の内容を確認させていただく場合があります。
・「交替制（シフト制）」について、
　交替制により就業時間が異なる場合に選択し、「就業時間１」～「就業時間３」にそれぞれの就業時間帯を入力してください。
　一定期間（1週間や1ヶ月など）ごとに作成される勤務割りなどにおいて労働時間が確定されるような場合は、「補足事項」
欄（P36）にシフト作成・変更の手続き・ルール、労働日、労働時間などの設定に関する基本的な考え方を具体的に入力してく
ださい。
・「フレックスタイム制」について、
　「就業時間１」に標準となる一日の就業時間を記入し、「補足事項」欄（P36）にフレキシブルタイム・コアタイムの就業
時間帯を記入してください。
・「裁量労働制」について、
　「補足事項」欄（P36）に、例えば、「裁量労働制（○○業務型）により、出退社の時刻は自由であり、○時間勤務したも
のととみなす」等記入してください。
　また、「就業時間１」に具体的な就業時間について記入する必要はありませんが、 「就業時間１」に入力する場合は、実
態・目安であることを「補足事項」欄（P36）に記入してください。
・「変形労働時間制」について、
　　特に指定がなければ「就業時間１」に記入する必要はありませんが、「補足事項」欄（P36）に、例えば「変形労働制によ
り始業は●時～●時、終業は●時～●時とし、シフト制で決定する」（一ヶ月単位の場合）など、具体的に記入してください。

「３６協定」
・３６協定における特別条項がある場合は「特別な事情・期間等」欄に、例えば、「○○とき（特別な事情）は○回を限度と
して１ヶ月○○時間まで、一年○○時間できる」と具体的に記入してください。

「休日等」
・「週休二日制」欄には、下記の該当する数字に○を記入してください。
　１．毎週・・・完全週休二日制を実施している場合
　２．なし・・・週休二日制を実施していない場合
　３．その他・・・それ以外の形態で週休二日制を実施している場合
　　年末年始休暇や夏季休暇など特別休暇がある場合は、「その他の記載事項」欄に記入してください。
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（3/4）

選考
方法
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選考方法
「求人数」
・新規高卒者の求人数を記入してください（一般求人や大卒等求人の求人数は含めないこと）。
求人者が入居可能住宅を用意しない場合には「通勤」、用意した住宅に入居することを条件とするときは「住込」、雇い入れ
る労働者の希望があれば用意するときは「不問」に記入してください。

「既卒者等の応募可否・入社日」
・高校既卒者の応募の可否を選択してください。
応募可の場合、「既卒者等の入社日」欄に入社日の詳細を記入してください。

「応募前職場見学」
・生徒に応募先選定・確認の機会をできる限り与えるため、積極的な受入れをお願いいたします。「応募前職場見学」の可否
について、「可」を選択した場合には、「随時」又は「補足事項欄参照」を選択し、「補足事項欄参照」を選択した場合には
「補足事項」欄に詳細を記入してください。
　なお、応募前職場見学は、生徒が事前に職業や職場への理解を深め、適切な職業選択や、事前の理解不足による就職後の早
期離職の防止を目的として行っていただくものです。このことをご理解いただき、応募前職場見学が求人者の採用選考の場と
ならないよう十分にご注意ください。

「選考方法」
・選考方法において、その他に選択した場合は、詳細を「その他の選考方法」欄に記入してください。また、適性検査の具体
的な検査名も、「その他の選考方法」欄に記入してください。
※面接や選考試験を複数回実施する場合は、選考の流れを「補足事項」欄に記入してください。

「受付期間」「選考日」
・高校生の推薦開始期日は、推薦文書の到達が９月５日（沖縄県については８月30日）以降となっています。
　また、選考開始期日は９月16日以降となっています。ご注意ください。

「補足事項」「求人条件にかかる特記事項」
・各欄に書ききれなかった内容や応募上の注意事項などを記入してください。
また、新規学卒者の入社日について、４月1日が一般的ですが、異なる場合は「補足事項」欄に記入してください。
なお、ハローワークが情報を追加する場合がありますので、あらかじめご了承ください。
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（4/4）

青少
年雇
用情
報
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青少年雇用情報欄
※青少年雇用情報は、可能な限り全ての項目を記入していただくようお願いします。
・全ての項目を記入することが難しい場合でも、情報提供の義務（「企業の募集・採用に関する情報」「企業の職業能力の開
発及び向上に関する取組の実施状況」「企業の職場への定着の促進に関する取組の実施状況」の欄において、それぞれで１項
目以上の情報提供）にとどまらない積極的な情報提供をお願いします。
・数値を算出して記入する項目については、小数点第２位を切り捨て、小数点第１位まで記入してください。
・「企業の職場能力の開発及び向上に関する取組の実施状況」については、制度として就業規則や労働協約に規定されていな
くても、継続的に実施しており、かつそのことが従業員に周知されていれば「あり」と記入してください。

「新卒者等の採用者数／離職者数」
・新卒者のほか、新卒者と同じ採用枠で採用した既卒者など、新卒者と同等の処遇を行うものを含みます。直近で終了してい
る事業年度を含む３年度間についての状況を記入してください。離職者数は、各年度の採用者数のうち、3年度間における離
職者数を記入してください。
「平均継続勤務年数」
・労働者ごとの雇い入れられてから記入日の時点までに勤続した年数を合計した値を、労働者数で割って算出します。
「従業員の平均年齢」（参考値）
・若者雇用促進法に基づく青少年雇用情報の項目ではありませんが、参考値として、記入日時点での平均年齢も可能な限り記
入してください。平均勤続勤務年数及び平均年齢は、事業年度末時点、事業年度当初等、求人申込書記入日直近の数値として
も差し支えありません。
「研修の有無及びその内容」
・具体的な対象者、内容を示してください。全ての研修の内容を書き切れない場合は、主な研修の内容のみ記入してくださ
い。
「自己啓発支援の有無及びその内容」
・教育訓練休暇制度、教育訓練短時間勤務制度がある場合は、その情報を含めて記入してください。他には、配置等について
の配慮、始終業時刻の変更、資格取得の費用補助等もこの欄に記入してください。
「メンター制度の有無」
・メンター制度とは、新たに雇い入れた新規学卒者等からの職業能力の開発及び向上その他の職業生活に関する相談に応じ、
並びに必要な助言その他の援助を行う者を当該新規学卒者等に割り当てる制度のことです。
「キャリアコンサルティング（※１）制度の有無及びその内容」
・セルフ・キャリアドック（※2）を実施している場合は、その情報を含めて記入してください。キャリアコンサルティング
を実施する者が企業に雇用されているかどうか、また資格の有無は問いませんが、企業内の仕組みとしてキャリアコンサルテ
ィングが実施されていることが必要です。
※１　キャリアコンサルティング
　労働者の職業の選択、職業生活設計または職業能力の開発や向上に関する相談に応じ、助言や指導を行う。
※２　セルフ・キャリアドック
労働者が自らのキャリアや身に付けるべき知識・能力等を確認することを通じて主体的なキャリア形成を行うことを支援す
るため、年齢、就業年数、役職等の節目において定期的にキャリアコンサルティングを受ける機会を設定する仕組み。
「前事業年度の月平均所定外労働時間・有給休暇の平均取得日数」
・算出方法はP31を参照してください。
「前事業年度の育児休業取得者数／出産者数」
・育児休業取得者数及び出産者数について、いずれも記載してください。
・男性については、配偶者の出産者数を記載してください。
「役員及び管理的地位にある者に占める女性の割合」
・求人区分に関わらず、企業全体に雇用される全ての労働者に関する情報としてください。
＊「管理的地位にある者」とは、原則としていわゆる課長級以上が該当します。
「区分毎の情報」（本求人に対する追加の情報提供）
・企業全体の情報のほか、求人申込みを行っている採用区分（例：学歴別（大卒／高卒）、総合職／一般職）や事業所別、職
種別などの情報についても、追加情報として極力記入してください。
＊ 追加の情報については、 貴社の任意の区分の情報で構いません。
【 記載する情報についての留意事項 】
・「企業（⇔区分毎）」の情報については、求人事業所を含めた企業全体の情報を記載してください。
・海外支店等に勤務している労働者については除外した情報としてください。
・原則として、求人申込書の記入日時点の最新の状況について記載してください。
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作成例

6

***** ****** *

6 1

160,000 172,500
12,500

※変更範囲：なし



41

作成例

6

7 〇 〇

034-01

6

転勤範囲：東北 6県、東京、大阪、北海道

6 1

****** ******

4　人

0　人

2　人

2　人

（ 1 ）

新卒等採用者数

企業全体の情報

令和3年度

4　人

0　人

2　人

2　人

19.5　年

令和4年度

3　人

0　人

2　人

1　人

42.3　歳

令和5年度

一般事務の情報

新卒等離職者数

新卒等採用  （うち男性）

新卒等採用  （うち女性）

平均継続勤務年数 従業員の平均年齢　（参考値）（ 2 ）

1　人

0　人

1　人

0　人

令和3年度

2　人

0　人

1　人

1　人

18.0　年

令和4年度

1　人

0　人

0　人

1　人

39.9　歳

令和5年度
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Ⅲ 新規高卒者の取扱いについて

新規高卒者を対象とする求人活動については、学校教育面での障害防止と生徒に的確な職業選択を行わ
せるため、過当な求人活動による弊害を未然に防止する必要があるとの観点に立ち、次のような求人活動
に対する規制措置がとられておりますので、十分御留意のうえ、公正な求人活動を行うようお願いします。

1　家庭訪問の禁止
求人活動のために、高校在学生徒の家庭を訪問することは、全面的に禁止されています。

2　学校訪問の規制
求人者が求人活動のため、高校を訪問するには一定の規制があり、その内容は都道府県によ
り異なりますので、事前に学校を管轄するハローワークに問い合わせてください。
宮城県の場合は次のとおりです。
①　訪問期間は、７月１日以降とすること。

なお、学校訪問に当たっては、授業等に支障を来さぬよう短時間での訪問にご協力をお
願いします。
②　訪問する場合は、ハローワークにおいて確認を受けた求人票の写しを持参するか、又は
　事前に送付しておくこと。
③　訪問する場合は、事前に学校の了解を得た上で行うこと。

3　文書募集の規制
新規高卒者を対象とした文書募集は、卒業年度の７月以降とし、次の条件を守ってください。
①　ハローワークへ申込みを行った求人であること。
②　求人者管轄ハローワーク、求人番号を記載すること。
③　求人票記載内容と異なる内容のものでないこと。
④　応募の受付は、高校又はハローワークを通じて行うこと。

4　直接募集・委託募集について
求人者が直接新規高卒者に働きかけて応募を勧誘したり、求人者に雇用されている者が求人
者の指示により直接生徒に働きかけて応募を勧誘したりする「直接募集」は、生徒の的確な職
業選択を阻害することにもなりますので、慎んでいただくようお願いします。
また、求人者が雇用している者以外の第三者に委託して新規高卒者の募集を行わせる「委託
募集」は、厚生労働大臣の許可・届出が必要になります。
詳しくは、宮城労働局需給調整事業課（TEL０２２－２９２－６０７１）までお問い合わせください。

5　利益供与の禁止
求人者またはその委託を受けた者が新規高卒者、その他の関係者に対し、金品または利便

求人活動のルール１
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の供与を行うことにより、新規高卒者を対象とした求人活動を行うことは禁止されていま
す。
6　職場見学について

ハローワーク及び高校の了解を得ることなく、独自に生徒、保護者等を対象とした職場見学
を実施することは禁止されています。
7　縁故採用について

ハローワーク、高校又は許可を受けた職業紹介事業者の紹介によらないで新規高卒者を採用
することについては、雇用条件等が不明確となりがちなために、就職後トラブルが生じること
が多くみられますので、できるだけハローワーク等に求人申込みをされるようお願いします。
8　求人秩序を乱す行為に対する措置
イ　不公正な求人活動を把握したハローワークは、これを行った求人者の名称、不公正な求人
活動の概要等を求人者管轄ハローワークに通報します。
ロ　指導に応じない求人者又は悪質な不公正求人活動を行った求人者に対しては、次年度新規
高卒者を対象とする求人が申し込まれた場合は、求人票「特記事項」欄にその事実を記載し
ます。

9　個人情報の取扱いについて
求人者は募集形態の如何を問わず、新規高卒者に係る募集採用活動に当たって、特に、次の
事項に十分な注意を払わなければなりません。
①　個人情報の収集、保管及び使用
イ　求人者は、その業務の目的の範囲内で新規高卒者等の個人情報（以下「個人情報」とい
う｡）を収集することとし、次に掲げる個人情報を収集することはできません。ただし、特
別な職業上の必要が存在すること、その他業務の目的の達成に必要不可欠であって、収集
目的を示して本人から収集する場合はこの限りではありません。
・人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となる恐れのあ
る事項
・思想及び信条
・労働組合への加入状況
ロ　個人情報を収集する際には、本人から直接収集し、又は本人の同意の上で本人以外の者
から収集する等適法かつ公正な手段によらなければなりません。
ハ　個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られます。ただし、他の保管若しくは
使用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある場合はこの限りでは
ありません。

②　個人情報の適正な管理
イ　求人者は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次の事項に係る措置を講じるとと
もに、求職者等からの求めに応じ、当該措置の内容を説明しなければなりません。
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・個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための措置
・個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置
・正当な権限を有しないものによる個人情報へのアクセスを防止するための措置
・収集目的に照らして保管する必要が無くなった個人情報を破棄又は削除するための措置
ロ　求人者が求職者等の秘密に該当する個人情報を知り得た場合には、当該個人情報が正当
な理由なく他人に知られることの無いよう、厳重な管理を行わなければなりません。

求人は、長期経営を視野に入れた採用計画に基づき、採用内定の取消や自宅待機などが生じないことを
十分検討した上で、お申込みください。

求人申込みの手続き２

《求人申込みは求人事業所を管轄するハローワークで受付します｡》
　　※求人受付時間（窓口来所）が原則８：３０～１６：００に変更となりました。

①　求人職種ごとに申し込みが必要となります。（申し込みの流れについてはP３～P３９参照）
②　内容を確認の上、受理印を押印した求人票を７月１日以降求人事業所にお渡しします。
　　また、申し込まれた求人の高校への連絡は、７月１日以降となります。
③　平成２２年度の入学生から学区制が廃止となり、遠方からの通学も可能となったことから、応
募機会の拡大を図るためにも、できるだけ学校指定を行わないよう配慮願います。

受　付　開　始

令和６年６月１日以降

就職を希望する生徒の的確な職業選択と職業や職場への理解不足を原因とした早期離職を防止するた
め、応募前職場見学の実施について御協力をお願いします。

応募前職場見学の実施について３

1　実施の手続きについて
求人申込書提出時、又は提出後に「応募前職場見学実施予定表」（P８１参照）をハローワーク
に提出してください。
2　職場見学の実施日時等の連絡・周知について

職場見学の高校、生徒への周知のため、「応募前職場見学実施予定表」を高校への求人票送付
の際に求人票に添付してください。
また、インターネットによる高卒就職情報WEB提供サービス（https://koukou.gakusei.hellowork.mhlw.go.jp）
上に応募前職場見学会情報として掲載し、高校に対して情報提供いたします。
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3　職場見学への生徒の参加申し込みについて
職場見学については、所定の応募書類（P８２参照）により高校から依頼を受けます。
また、職場見学終了後は、所定の書類（P８３参照）により高校または生徒に対し報告をお願
いします。
4　実施に当たっての留意事項

応募前の職場見学の実施に当たっては、職場見学が求人者の採用選考の場とならないよう次
の事項について遵守をお願いします。
①　高校及び生徒からの関係書類の提出について

高校及び生徒に対して、職場見学に係る依頼書以外の書類の提出は求めないでください。
②　生徒との面談に当たっての留意点について

生徒との面談機会において、生徒本人の状況等や個人情報を聴取する等採用選考類似の行
為とならならないようお願いします。

1　応募の推薦及び選考開始の時期

2　紹介と選考
①　紹介について

新規高卒者の職業紹介は、よき職業人・社会人となることを目標に適性と能力を中心に実
施することを原則としています。
②　紹介の手続き

紹介に当たり、統一応募書類（P７７～P７８参照）が高校から直接求人事業所へ送付されます。
また、事業所は、高校に対し、統一応募書類以外の提出は求めないでください。

③　面接日の通知について
就職活動が長期化しないよう、応募書類の受理後は、選考日時を速やかに決定し、本人及
び校長あてに対して通知してください。
④　採用選考について

本人の適性、能力を中心とした公正な選考をお願いします。
特に定時制、通信制の生徒、片親又は両親を欠く生徒、そのほか障害者である生徒等につ
いては正しい認識と御理解をいただき、積極的な御協力をお願いします。

紹介と選考４
申込みされた求人に対して応募者が決まりますと、求人事業所に紹介（推薦）し、選考していただくこ
とになりますが、新規高卒者の職業紹介の正常化と求人秩序の確立を図るために、選考開始の時期が次の
ように定められておりますので御留意ください。

複数応募開始日
（1人3社まで）選考・内定開始日推薦開始日

令和６年１０月１日以降令和６年９月１６日以降令和６年９月５日以降
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イ　選考方法には、①　書類選考、②　現地（出張）選考、③　呼出選考などがありますが、
書類のみによる選考でなく、②、③　などの方法により実施してください。
現地（出張）選考の場合、速やかに選考の日時や場所の略図を学校及び本人へ連絡して
ください。
ロ　選考に当たっては、単に表面的なもので判断せず、応募する生徒がこれから伸びようと
する潜在的な素質や長所を積極的に見い出し、採用を前提としての選考を実施してください。
特に、生徒個人の適性や能力と直接関係のない家庭事情などをもって採否を決めること

のないようお願いします（身元調査等は厳に慎んでください）。
※なお、採用内定者数が募集人員（求人数）に達する前に募集を中止することや募集人員
を削減することは、生徒の就職活動に与える影響が非常に大きいことを御理解ください。
この場合、事前に所定の様式により公共職業安定所長及び学校長に通知する必要がありま
す（求人票に記載した応募の受付期間又は面接日が経過した場合を除く）。
ハ　オンラインで採用選考を行う際は、生徒や学校に過度な負担が生じないように、通信環
境等に配慮するようお願いします。
・学校で使用できる会場や通信機器には限りがあります。試験日の複数設定や、企業によ
る機器や試験会場の用意など、学校とも事前に調整した上で、最大限、柔軟な対応をお
願いします。
・学校との調整にあたっては、学校ごとに環境が異なることや、学校の面接会場の確保や
教員の対応が難しい場合もあることに御留意ください。
・生徒の通信料などの経済的な負担の観点などから、自宅以外での実施としてください。
・試験当日の流れやトラブル時の対応について、学校と事前に打ち合わせをお願いします。
・企業側でオンライン試験会場を用意する場合にも、実際に使用するＷｅｂ会議ツールを
学校にもお知らせください。

⑤　採否（選考結果）の通知
イ　選考後は速やかに採否を決定し、採否結果通知書（参考様式P７９、P８０）を作成し、概ね
１、２週間以内を目途に本人及び校長に対し書面で通知してください。
また、不採用となった場合は、その具体的理由を採否結果通知書に記載するとともに、
不採用者の応募書類は校長あて親展で返送してください。
採否結果通知書等の参考様式は宮城労働局HPに掲載しています。
（https://jsite.mhlw.go.jp/miyagi-roudoukyoku/1/120/122/12260_00001.html）

ロ　ハローワークでは、求人の充足状況を把握し、未充足求人のその後のあっ旋に努めてお
りますので、必ず「学卒求人充足状況（採用内定状況）報告フォーム」（P４７、P４８）から
入力を行ってください。
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祭用内定（決定）や募集終了となりましたら「学卒求人充足状況（採用内定状況）報告フォーム」から
入力をお願いします。

学卒求人充足状況（採用内定状況）報告フォーム５
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就職に関する申し合わせ６

令和６年度宮城県内高等学校卒業予定者の就職に関する申し合わせ

宮城県における高等学校卒業予定者の就職に関する取扱いについて、宮城県高等学校就
職問題検討会議において協議した結果、学校教育をさらに充実し、就職希望者の適正な職
業選択を確保するとともに求人秩序の確立を図り、併せて適正な推薦・選考が行われるよ
う下記のとおり申し合わせる。

１　求人申込みの手続き等について
1　求人申込みを行おうとする事業所は、管轄する公共職業安定所（以下「安定所」と
いう。）求人申込書を提出して、選考期日、求人内容等について適正であることの安定
所の確認（求人票への確認印の押印）を受けた後、当該求人票によって、高等学校に
求人申込みを行わなければならないこと。
2　上記1の手続きによらない求人申込みのあった場合には、高等学校は生徒の推薦を
行わず、確認印の押印のある求人票の提出を求め、その提出をまって推薦を行うもの
とすること。

（＊）民間職業紹介事業者を活用する場合は、この限りでない。
3　求人申込みの受理の期日等については、安定所の確認事務の的確な実施等適正な求
人の確保を図るため次のとおりとすること。
①　安定所における求人申込みの受理及び確認のための求人票の受付は、令和６年６
月１日から開始すること。
②　安定所が確認した求人票の求人者への返戻は、令和６年７月１日以降開始すること。
③　安定所で受理した求人票の学校への提示は、令和６年７月１日以降開始すること。
④　各安定所間の求人連絡は、令和６年７月１日以降開始すること。

２　求人者の求人活動のための学校訪問の取扱いについて
学校における進路指導を通じて職業紹介を円滑に行うため、求人者等が行う求人活動
のための学校訪問の取扱いについては、次のとおりとすること。
1　事前に学校の了解を得た上で行うこと。
2　訪問する場合は、安定所の求人の受付において確認を受けた求人票の写しを持参す
るか、又は、事前に送付しておくこと。
3　訪問期間は、令和６年７月１日以降とすること。

本県の新規高卒者の就職に関する応募・推薦方法は、宮城県高等学校就職問題検討会議において決定さ
れます。
令和６年度の取扱いについては次のとおりとなっておりますので、制度の円滑な実施について御理解、

御協力をお願いします。
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３　文書募集の取扱い
新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の開始時期は、令和６年７月１日以降とす
ること。
なお、文書募集を行う場合は次の条件によることとする。
1　安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるも
のでないこと。
2　広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の求人番号を掲載す
ること。
3　応募の受付は学校又は安定所を通じて行うこと。

４　推薦及び選考開始期日について
推薦開始の期日については、推薦文書の到達を令和６年９月５日以降とし、選考開始
の期日については、令和６年９月１６日以降とすること。

５　選考方法等について
新規学校卒業者の採用にあたっては、本人の適性、能力等を重視した選考を行うこと
とし、併せて次のことに留意すること。
1　定時制課程及び通信制課程の卒業者と全日制課程の卒業者との間の差別的な取扱い
が行われないこと。
2　男女雇用機会均等法の趣旨に沿った採用活動が行われるとともに、障害者に対して
は格別の配慮をすること。
3　令和６年度においても新規大学等卒業者に係る就職協定が締結されないことから、
新規高等学校卒業予定者の応募機会に影響が及ばないように、その採用枠について格
別の配慮をすること。
4　適性や能力に関係のない併願応募の有無等の質問は行わないこととすること。

６　応募・推薦のあり方について
1　本県の高等学校に在籍する高校生が企業に応募する場合、９月３０日以前に選考日が
ある企業については、従来どおり１人１社のみの応募とし、１０月１日以降に選考日が
ある企業については、県内外を含めて１人３社まで応募・推薦を可能とする。
ただし、県外企業に応募する場合は、応募先都道府県の申し合わせ数の範囲内とする。

2　安定所は、企業から求人票の提出があったとき、複数応募制の趣旨説明を行った上
で、複数応募の可否について確認し、求人票に次のとおり表示する。
①　複数の企業への応募を認める企業については複数応募欄に併願応募可能な１０月１
日以降の日付を表示する。
②　複数の企業への応募者を不可とする企業については複数応募欄に「不可」と表示する。

７　選考日及び選考結果の通知等について
1　求人票を提出しようとする企業は、求人票に選考月日・選考方法・採否決定期日を
明示する。
2　応募書類を受理した企業は、選考日時を速やかに決定し、校長及び本人に対して書
面で通知する。
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3　選考を実施した企業は、速やかに採否を決定し、概ね１、２週間以内を目途に校長
及び本人に対して書面で通知する。
なお、採否の決定に当たっては、採用内定取消しが生じないよう十分配慮する。

4　企業から内定を受けた生徒は、速やかに就職先を決定し、高等学校を経由し、各企
業に対して内定の承諾又は辞退の意思表示を行う。

８　応募書類の様式
学校が求人事業所へ提出する応募書類については、全国高等学校統一応募書類の様式
に従って作成するものとする。

９　就業開始時期及び研修等について
1　就業開始時期については、卒業式の翌日以後とすること。
2　卒業式前に企業が実施する実習・研修等及び入社説明会等は、これを行わないこと。

ただし、やむを得ず入社説明会等を実施しようとする場合は、学校と協議すること。

１０　職業紹介事業者が行う高等学校卒業予定者に係る職業紹介について
1　職業紹介事業者を利用する場合においても、高等学校教育への影響を踏まえて、上
記で示した日程や応募書類の様式等を厳守すること。
2　職業紹介事業者が、生徒に対して求人情報の提供等を行う際には、当該生徒が在籍
する学校を通じて行うようにすること。
3　その他学校教育の円滑な実施に支障がないよう、職業紹介事業者と学校との情報共
有等を徹底し、生徒の職業選択について必要な配慮を行うこと。

１１　上記に示す具体的方針に従わない事業所又は学校があった場合には、それぞれの機関
において、その事業所及び関係学校等を直ちに宮城労働局及び宮城県教育委員会あて報
告すること。

１２　職業安定法以外の法律に基づく求人の取扱いについては、職業安定法に準ずる形で取
扱うものとすること。

　　令和６年３月２６日
宮城県高等学校就職問題検討会議

一般社団法人宮城県経営者協会　専務理事
宮城県中小企業団体中央会　専務理事
宮城県商工会議所連合会　常任幹事
宮城県商工会連合会　専務理事
協同組合仙台卸商センター　専務理事
宮城県産業教育振興協会　理事長　
宮城県高等学校進路指導研究会　会長　
宮城県高等学校長協会　就職対策委員会　代表幹事
宮城県農業教育研究会　会長
宮城県高等学校工業教育研究会　会長

宮城県高等学校商業教育研究会　会長
宮城県特別支援学校長会　会長
宮城県私立中学高等学校連合会　会長
仙台公共職業安定所長
宮城県総務部私学・公益法人課長
宮城県経済商工観光部雇用対策課長
宮城県経済商工観光部産業人材対策課長　
宮城県教育庁副教育長
宮城労働局職業安定部長
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①　採用、選考における留意点等について
イ　10 月１日以降に選考日を設ける企業を受験する生徒に対して、３社以内で他の企業、又
は官公庁にも応募することを認めています。
つきましては、複数内定を得た生徒がでた場合、内定を辞退することもありえることに
留意の上、採用選考を行っていただくようお願いします。
ロ　生徒の応募機会増加のため、各学校に対する応募推薦依頼数を可能な限り拡大いただ
き、より多くの人材の中から企業に適した人材を選考していただきますようお願いします。
ハ　内定を辞退されると円滑な採用活動に支障が生じる等のため、自社１社のみの応募者を
希望する場合は、求人票の複数応募欄に「不可」と表示いたしますが、生徒の企業への応
募機会の増加、企業のよりよい人材確保のため、複数受験者の受入及び応募推薦枠の拡大
について、配慮をお願いします。

②　採否（選考結果）通知の迅速化について
９月中に選考を行う企業を受験した生徒は、その企業の採否結果が通知されるまでは
複数応募が可能となる１０月以降も他の企業に応募することができません。
また、１０月以降であっても、専願者の応募を希望する企業を受験した生徒は、同様に
その企業の採否結果が通知されるまでは他の企業に応募することができません。
応募機会を拡大し、また、就職活動の長期化を避け、高校生活に支障をきたさないた
めにも、選考後は、速やかに採否を決定し、概ね１～２週間以内を目途に採否結果を通
知くださるようお願いします。

◎申し合わせに係る留意事項

③　採用内定者の取扱い
実習・研修及び入社説明会等は、卒業式後に実施してください。
ただし、制服の採寸等において卒業式後では時間的に間に合わない場合等の理由によ
りやむを得ず入社説明会等を実施しようとする場合は、高校と協議を行い授業等に影響
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫
が出ないよう配慮した上で、実施してください。
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫
また、レポート等の課題の提出や会社のクリスマスパーティー、忘年会、新年会など
宴会への出席は求めないでください。
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1　各事業所で作成される求人要項は、ハローワークに申し込まれた求人票の内容で不足してい
るところを補充し、事業内容、仕事の内容等について応募者の理解を深めるためのもので、求
人票と共に高校へ送付しても良いことになっていますが、求人票の記載内容と相違している場
合などがありますから、必ず求人要項の案ができた段階で管轄ハローワークで内容の確認を受
けてください。
2　求人要項の送付は７月１日以降とし、求人事業所から直接高校へ送付してください。
3　求人要項のなかに、求人票に記載されている事項（応募資格、応募人員、応募条件、応募書
類など）については、応募者が混乱する場合が多いことから重複掲載は避け、応募者の求人に
対する理解を深めることを主眼に効果のあるものにしてください。
4　求人票に記入した条件等と相違したり、各種の指導方針に反する内容のもの、見込賃金の記
入、統一応募書類以外の書類の提出を求めるなどの記載内容のあるもの、送付時期・求人番号
の表示等定められた内容を守っていない求人要項の作成、送付はハローワークでは認めません。
また、高校に送付されても、これらの求人要項は正規のものとはみなしません。

《求人要項記載内容の例》
◇　当面従事する仕事の内容、昇進の状況、先輩の現状、待遇（給与、昇給、賞与の詳細、退職
金制度などの過去の実績を中心に紹介する）等について説明。

◇　会社、工場の概要について文章、写真、図表による説明。
沿革、製造品目、工場施設、機械設備の概要、取引先の状況、会社、工場の全景、
工場・職場の内容の説明、新入社員研修の状況、事業所案内図、仕事の流れ、
従業員数・売上高の推移等。

◇　福利・厚生施設等の概要について文章、写真による説明。
宿舎の名称・所在地、棟数、構造、寝具貸与の状況、食堂等福利施設、医療施設の
概要、野球道具等娯楽器具の状況、教育訓練の状況、定時制通学可能学校の名称、
所在地、課程、レクリエーション施設の状況等。

求人要項（入社案内、募集案内）について７

兼
献
献
献
験

券
献
献
献
鹸

兼
献
献
献
験

券
献
献
献
鹸
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1　受入体制の点検、整備

①　求人条件の確認
採用に当たり、求人票に記載されている雇用条件を再度確認してください。
実際に履行されるべき雇用条件は、求人票記載の内容と同じか、それ以上であることが絶
対に必要です。特に賃金、就業時間、休暇などの雇用条件の相違は、就職後の離転職につな
がることが多いので留意してください。

②　直接指導者の訓練
事前に世話、教育、相談などの担当者を選定してください。
また、それ以外の先輩従業員に対しても、社内掲示等適宜の方法で、新規高卒者の迎え方、
育て方を指導するなど、全面的な受入体制を作ってください。

③　夜間通学生等に対する配慮
人として従業員として、知識、技術の向上を願うことは当然のことです。定時制・通信制
高校、夜間大学等への進学を事業主が積極的に勧奨するなど教育を受ける機会の確保に配慮
をお願いします。
また、通学や施設利用等への時間的便宜や援助についても同僚や上司に指導し、事業所全
体としての配慮と声援をお願いします。

2　職場への定着
入職して２～３ヶ月経つと入職時の緊張感もようやくほぐれ、周囲を見わたす余裕ができる
と、期待と現実のギャップを意識し始め、それが原因で離職してしまう傾向がありますので、
社内において積極的に声掛けを行っていただく他、新入社員を対象としたセミナーや研修会の
参加を促すなどし、職場への定着が図られるよう配慮をお願いします。
また、ハローワークでは、新規高卒者を採用した事業所を訪問し、事業主の了解を得た上で、
本人への健康状態、仕事上の悩み、不安や不満等を可能な範囲で確認し、必要に応じてハロー
ワークで継続して支援を行う、職場定着指導を実施していますので、職員が訪問した際には、
御協力をお願いします。

就職者の受入れと職場定着８

新規高卒者は心身ともに未成熟な時期に職業生活に入り、企業での生産活動に参加するわけですから、
そこでの不安やとまどいは大変なものと推察されます。
新卒高卒者がよき職業人、よき社会人として健全な成長を遂げるよう温かい配慮をお願いします。
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■ 労働条件の明示について
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•

■ 若者 の募集・採用等に関する指針について
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■ 青少年雇用情報提供制度について
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■ 改正職業安定法（求人不受理）について
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■ ユースエール認定企業制度について
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■ 男女雇用機会均等法に係る新卒者の募集について

◎新規高卒者を対象とした募集・採用についても、均等法の「労働者の募集・採用について性別を理由と
する差別を禁止する規定」が適用されます。
（「男女雇用機会均等法」のポイント等については、次のページをご覧ください。）

○　新規高卒者を対象とする募集も、原則として男女不問求人となります。
○　特に、求人申込書の記載に当たって、男子校や女子校に人数を明示して推薦依頼をされる
場合は、男女雇用機会均等法上問題となることがありますので、求人申込書を作成される際
は、以下を参考にしてください。

※　求人先高校を指定する事業主の方は、求人申込書の記載に当たって、できるだけ多くの
生徒に応募・選考の機会を与える観点から、求人票を広く指定校以外にも公開していただ
きますよう配慮をお願いします。また、求人票の公開が男子校、又は女子校のいずれかの
みとならないよう注意してください。

例１　（求人先高校の種類に関わらず）：指定校以外の学校にも公開。
例２　（求人先高校が女子校及び男子校である場合）：女子校の計及び男子校の計それぞれの推

薦人員が求人数以上。
推薦人員学　　校推薦人員学　　校

求
人
連
絡
・
推
薦
数

４Ａ女子校
６Ｂ男子校
２Ｄ女子校

１０　人
６　人

２　校
１　校

（管　内）
（管　外）推薦依頼総数

例３　（求人先高校が男子校及び共学校、又は女子校及び共学校である場合）：共学校の推薦人
員が求人数以上。

推薦人員学　　校推薦人員学　　校
求
人
連
絡
・
推
薦
数

３Ａ女子校
６Ｃ共学校

３　人
６　人

１　校
１　校

（管　内）
（管　外）推薦依頼総数

例４　（求人先高校が女子校、男子校及び共学校である場合）：女子校と共学校の計及び男子校
と共学校の計のそれぞれの推薦人員が求人数以上。

推薦人員学　　校推薦人員学　　校
求
人
連
絡
・
推
薦
数

３Ａ女子校
４Ｂ男子校
３Ｃ共学校

７　人
３　人

２　校
１　校

（管　内）
（管　外）推薦依頼総数

不問住込通勤求
人
数 　６人　　人　　人

不問住込通勤求
人
数 　６人　　人　　人

不問住込通勤求
人
数 　６人　　人　　人

《募集・採用において男女雇用機会均等法上適法な求人申込書記載例》
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■ 男女均等な募集及び採用に関する法律と指針
男女雇用機会均等法は、労働者の募集及び採用における性別による差別を原則として禁止して
います。（法第５条）。また、性別以外の事由を要件とするものについては、合理的な理由がない
場合には、間接差別として禁止されます。（法第７条）。

【募集・採用に係る性別による差別の具体的な例】
１．　募集又は採用に当たって、その対象から男女いずれかを排除すること。
（例）①募集又は採用の対象を男女いずれかのみとすること。

②男女のいずれかを表す職種の名称を用い（例：営業マン・看護婦）、又は「男性歓迎」、
「女性向き職種」等の表示を行うこと。
③男女ともに募集の対象としているにもかかわらず、応募の受付や採用の対象を男女いず
れかのみとすること。

２．　募集又は採用に当たっての条件を男女で異なるものとすること。
（例）①女性についてのみ、未婚者であること、子を有していないこと、自宅から通勤すること

等を条件とし、又はこれらの条件を満たす者を優先すること。
３．　採用選考において、能力及び資質の有無を判断する場合に、その方法や基準について男女で
異なる取扱いをすること。
（例）①筆記試験や面接試験の合格基準を男女で異なるものとすること。

②男女で異なる採用試験をすること。
③採用面接に際して、結婚予定の有無、子供が生まれた場合の継続就労の希望の有無等に
ついて女性に対してのみ質問すること。

４．　募集又は採用に当たって男女のいずれかを優先すること。
（例）①採用の基準を満たす者の中から男女のいずれかを優先して採用すること。

②男女別の採用予定人数を設定し、これを明示して募集すること。又は、設定した人数に
従って採用すること。

５．　求人の内容の説明等募集又は採用に係る情報の提供について、男女で異なる取扱いをすること。
（例）①会社の概要等に関する資料を送付する対象を男女いずれかのみとし、又は資料の内容、

送付時期等を男女で異なるものとすること。

男女雇用機会均等法（性別を理由とする差別）
第５条　事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を
与えなければならない。

【募集・採用に係る間接差別の具体的な内容】
１．　労働者の募集又は採用に当たって、合理的な理由なく、労働者の身長、体重又は体力を要件
とすること。

２．　労働者の募集もしくは採用、昇進または職種の変更に当たって、転居を伴う転勤に応じるこ
とができることを要件とすること。

（注）　法第８条の「女性労働者についての措置に関する特例」及び指針に定められた「法律違反にならない場合」に該当する場合は、法違反とはなりません。

詳しくは宮城労働局雇用環境・均等室（０２２－２９９－８８４４）までお問い合わせいただくか、厚生労働省ＨＰ（https://www.mhlw.go.jp）をご覧ください。

男女雇用機会均等法（間接差別）
第７条　事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であって労働者
の性別以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その
他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労
働省令で定める措置については、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該業務の
遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特
に必要である場合その他の合理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。
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■ 法定労働時間について

法定労働時間は、原則として、休憩時間を除き１日８時間以内、１週 40 時間以内となっています。
ただし、商業など特定の４業種で、常時 10 人未満の労働者を使用する事業場の１週間の法定労

働時間は44時間となっています。（下記参照）。

次に掲げる業種に該当する常時１０人未満の労働者を使用する事業場

事業所の規模（人数）は、企業全体の規模をいうのではなく、工場、支店、営業所等の個々の
事業所の規模をいいます。
①　「法定労働時間」を超えて、従業員に時間外労働（残業）をさせる場合には、あらかじめ
・労働基準法第３６条に基づく労使協定（以下「 ３６ 協定」）の締結、

さぶろく

・３６協定の労働基準監督署への提出
を行うことが必要です。
②　３６協定においては、「時間外労働を行う業務の種類」や「１ヶ月や１年あたりの時間外労働
時間の上限」を決めなければなりません。
③　時間外労働時間の上限は、原則として月４５時間・年３６０時間と（３ヶ月を超える変形労働時
間制を採用している場合は月４２時間、年３２０時間）し、臨時的な特別の事情がなければこれを
超えることはできません。
④　臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、
・年７２０時間以内
・複数月平均８０時間以内（休日労働を含む）
・月１００時間未満（休日労働を含む）
としなければなりません。
また、原則である月４５時間（あるいは月４２時間）を超えることができるのは、年間６ヶ月
までです。

※③及び④について、自動車運転の業務、建設事業、医師は適用が令和６年３月３１日まで猶予さ
れていましたが、令和６年４月１日より時間外労働の上限規制が適用となります。（次表参
照）。

卸売業、小売業、理美容業、倉庫業、その他の商業商 業
映画の映写、演劇、その他興業の事業映画・演劇業
病院、診療所、社会福祉施設、浴場業、その他の保健衛生業保 健 衛 生 業
旅館、飲食店、ゴルフ場、公園・遊園地、その他の接客娯楽業接 客 娯 楽 業

特例措置対象事業場
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■ 変形労働時間制について

労働時間（時間外労働と休日労働を除く。）は、１日８時間以内、１週４０時間以内であることが
原則ですが、業務の繁閑等に応じて、特定の日、あるいは特定の週により多くの労働時間を配分
しつつ、一定期間を平均すれば法定労働時間以内（下記②、④は１週４０時間以内）となるような
変形労働時間制を採用することもできます。変形労働時間制は、①１カ月単位の変形労働時間
制、②１年単位の変形労働時間制、③フレックスタイム制、④１週間単位の非定型的変形労働時
間制の４つの制度が認められています。
なお、④１週間単位の非定型的変形労働時間制を採用できるのは、常時使用する労働者の数が

３０人未満の小売業、旅館、料理店および飲食店の事業に限られています。
変形労働時間制を採用する場合は、就業規則またはこれに準ずるものでその旨を明確に定める
ことが必要です。
また、１年単位の変形労働時間制および１週間単位の非定型的変形労働時間制の場合は、労使
協定を締結し、所轄の労働基準監督署長に届け出なければなりません。フレックスタイム制を採
用する場合は、労使協定を締結（清算期間が１ヶ月を超える場合は、所轄の労働基準監督署長へ
届け出を要する）しなければなりません。

■ 年次有給休暇について

（年次有給休暇の日数）
雇入れの日から起算して６ヶ月継続勤務し、全労働日の８割以上を出勤した労働者には１０日間
の年次有給休暇を付与しなければなりません。さらに、勤続年数に応じて、下表の日数の年次有
給休暇を与えなくてはなりません。
なお、年次有給休暇は、その権利発生から２年間は権利を行使できます。

パートタイム労働者等に対して比例付与される年次有給休暇の日数（週労働３０時間未満）

６年
６ヶ月以上

５年
６ヶ月

４年
６ヶ月

３年
６ヶ月

２年
６ヶ月

１年
６ヶ月６ヶ月勤続年数

２０日１８日１６日１４日１２日１１日１０日付与日数

この表は１週間の労働時間が４日以下で か  つ 所定労働時間が３０時間未満の労働者に適用され、労働日数が５日以上又は所定労働時間が３０時間以上の
・ ・

労働者は通常の労働者と同様に扱わなければなりません。

勤　続　年　数
１年間の所定
労働日数

週所定
労働日数

６年
６ヶ月
以上

５年
６ヶ月

４年
６ヶ月

３年
６ヶ月

２年
６ヶ月

１年
６ヶ月６ヶ月

１５日１３日１２日１０日９日８日７日１６９～２１６日４日
１１日１０日９日８日６日６日５日１２１～１６８日３日
７日６日６日５日４日４日３日　７３～１２０日２日
３日３日３日２日２日２日１日　４８～　７２日１日
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（年次有給休暇の与え方）
年次有給休暇は、原則として労働者の請求する時季に与えなければなりません。ただし、請求
された時季に年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる場合には、他の時季に変更
してこれを与えることができます。
また、労使協定で年次有給休暇を与える時季に関する定めをすることにより、年次有給休暇日
数のうち、５日を超える部分に限り年次有給休暇の計画的付与を行うことができます。
（使用者の時季指定による年次有給休暇の付与）
使用者は、法定の年次有給休暇の付与日数が１０日以上である労働者に対し、その日数のうち５
日については、基準日※（年次有給休暇発生日）から１年以内に、労働者ごとにその時季を指定
して付与することが必要です。
※基準日…継続勤務した期間を雇入れ後６ヶ月経過日から１年ごとに区分した各期間（最後に
１年未満の期間が生じたときはその期間）の初日
①　時季指定の方法

使用者は、時季指定にあたっては、労働者の意見を聴取しなければなりません。また、で
きる限り労働者の希望に沿った時季指定になるよう、聴取した意見を尊重するよう努めなけ
ればなりません。
②　年次有給休暇管理簿の作成・保存

使用者は、労働者ごとに年次有給休暇を与えた時季、日数及び基準日を記載する年次有給
休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければなりません。（管理簿は労働者名簿又は賃金台
帳とあわせて調製可能）

（不利益取扱の禁止）
年次有給休暇を取得した労働者に対して賞与、皆勤手当等賃金の減額その他不利益な取扱をし
ないようにしなければなりません。
（年次有給休暇期間中の賃金）
年次有給休暇を取得した期間においては、就業規則等の定めにより、その日数に応じ、通常の
賃金又は平均賃金を支払わなければなりません。
また、労働者代表との書面での協定により、標準報酬日額に相当する金額を支払うこととする
こともできます。
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新規高卒者を対象とした求人の募集の中止、または募集人数を減ずるときは、事前に所定の様
式により公共職業安定所長及び学校長に通知する必要があります。

求人取消し等について１

Ⅳ 求人取消し及び採用内定取消し等に当たっての事前通知について

採用内定取消し及び入職時期の繰下げについて２
新規学校卒業者に対する採用内定取消しや入職時期の繰下げ（自宅待機・入社日の延期）
は、その円滑な就職を妨げ、対象となった生徒本人並びに家族に計り知れないほどの打撃と
失望を与えるとともに、社会全体に対しても大きな不安を与えることになりますので、この
ようなことがないよう十分に注意してください。
万が一、このような事態が発生する（可能性がある）場合は、事前に所定の様式により公
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

共職業安定所長及び学校長に通知する必要があります。
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

以上二点の事項に留意し、下記の「新規学校卒業者の採用に関する指針」（抜粋）を
参考に、入念な採用計画を策定し、募集活動を進めてください。

～新規学校卒業者の採用に関する指針～（抜粋）

■事業主は、募集・採用計画の立案に当たっては、毎年の募集・採用数の大幅な変動ができるだけ
生じないよう、入職後の人材育成等雇用管理面にも配慮しつつ、中長期的な人事計画等に基づい
て、必要な人材を真に必要なだけ採用する方針を確立するよう努めるものとする。
■事業主は、募集・採用計画数の決定に当たり、「若干名」、「○○人以内」等不明確な表現、実際の
採用計画数を超えた人数による募集等は避け、採用人数を明確にするよう努めるものとする。

適性な募集・採用計画の立案１

■事業主は、募集・採用活動を実施するに当たり、多くの学生・生徒に募集・採用の周知を図り、
広く応募の機会が確保されるよう配慮するとともに、職務内容、労働条件等求人内容の情報を正
確に学生・生徒に提供するよう努めるものとする。
■事業主は、採用選考を行うに当たっては、学生・生徒の適性、能力に基づき適正に実施するよう
努めるものとする。

募集・採用活動２

（職業安定法施行規則第３５条）
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■事業主は、採否の結果を学生・生徒に対して明確に伝えるものとする。
■事業主は、採用内定を行う場合には、確実な採用の見通しに基づいて行うものとし、採用内定者
に対しては、文書により、採用の時期、採用条件及び採用内定期間中の権利義務関係を明確にす
る観点から取消し事由等を明示するものとする。
■採用内定は、法的にも、一般には、当該企業の例年の入社時期を就労の始期とする労働契約が成
立したと認められる場合が多いことについて、事業主は十分に留意するものとする。

採用内定３

■事業主は、採用内定を取り消さないものとする。
■事業主は、採用内定取消しを防止するため、最大限の経営努力を行う等あらゆる手段を講ずるも
のとする。なお、採用内定者について労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に合理
的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない採用内定取消しは無効とされることにつ
いて、事業主は十分に留意するものとする。
■事業主は、やむを得ない事情により、どうしても採用内定取消し又は入職時期の繰下げを検討し
なければならない場合には、あらかじめ公共職業安定所に通知するとともに、公共職業安定所の
指導を尊重するものとする。この場合、解雇予告について定めた労働基準法第２０条及び休業手当
について定めた同法第２６条等関係法令に抵触することのないよう十分留意するものとする。
■事業主は、採用内定取消しの対象となった学生・生徒の就職先の確保について最大限の努力を行
うとともに、採用内定取消し又は入職時期の繰下げを受けた学生・生徒からの補償等の要求には
誠意を持って対応するものとする。

採用内定取消し等の防止４

労働者を一人でも雇っていれば、労働保険の加入が、法律で義務づけられています。
（農林水産の事業の一部を除く）
労働保険とは労働者災害補償保険（労災保険）と雇用保険とを総称したものです。
詳しくは、労災保険については「労働基準監督署」、雇用保険については「ハローワーク」にお
問い合わせください。

労働保険の加入について１

次の事業所は、健康保険・厚生年金保険の加入が、法律で義務づけられています。
・すべての法人事業所
・常時５人以上の従業員が働いている個人事業所（会社、工場、商店、事務所など）
※個人事業所については、サービス業の一部（クリーニング業、飲食店、ビル清掃業など）
や農業・漁業などは、その限りではありません。

詳しくは、最寄りの「年金事務所」へお問い合せください。

健康保険・厚生年金保険の加入について２

Ⅴ 社会保険等の加入について
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Ⅵ 公正な採用選考について
採用選考においては、応募者の適性・能力を基準とした公正な取扱いが必要となります。
次の事項についての質問や作文の実施は、就職差別につながるおそれがあります。

～採用選考時の健康診断について～
労働安全衛生規則第 43 条に規定されている「雇入時の健康診断」は、常時使用する労働者を雇

い入れた際における適正配置、入職後の健康管理に役立てるために実施するものであって、採用選
考時に実施することを義務づけたものではなく、また、応募者の採否を決定するために実施するも
のではありません。
また、必要性を慎重に検討することなく、採用選考時に健康診断を実施することは、応募者の適

性と能力を判断する上で必要のない事項を把握する可能性があり、結果として、就職差別につなが
るおそれがあります。
したがって、採用選考時の健康診断については、応募者の適性と能力を判断する上で真に必要か

どうかを慎重に検討していただく必要があります。

厚生労働省では、公正採用選考特設サイトを開設しております。
https://kouseisaiyou.mhlw.go.jp

⑫　「身元調査など」の実施
⑬　「本人の適性・能力に関係ない事項を含んだ応募書類」の使用
⑭　「合理的・客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断」の実施

⑤　「宗教」に関すること
⑥　「支持政党」に関すること
⑦　「人生観・生活信条など」に関すること
⑧　「尊敬する人物」に関すること
⑨　「思想」に関すること
⑩　「労働組合（加入状況や活動歴など）」、「学生運動などの社会運動」に関すること
⑪　「購読新聞・雑誌・愛読書など」に関すること

①　「本籍・出生地」に関すること
②　「家族」に関すること（職業、続柄、健康、病歴、地位、学歴、収入、資産など）
③　「住宅状況」に関すること（間取り、部屋数、住宅の種類、近隣の施設など）
④　「生活環境・家庭環境など」に関すること

本人の責任のない事項の把握１

本来自由であるべき事項（思想・信条にかかわること）の把握２

採用選考の方法３


